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①平成２４年４月１日付け「自治法派遣職員」配属先 

２８都道県 １０４名（事務１３名、土木６９名、建築１３名、電気６名、機械３名） 

（単位：人） 
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自治法派遣職員について 

宮城県土木部は、震災発生後、平成２３年４月より自治法による応援派遣を頂いております。

復旧・復興を進める上で、他県からの応援は必要不可欠であり、平成２４年度も多くの人的支

援を頂いております。 
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②平成２４年１０月１日付け「自治法派遣職員」配属先 

３１都道県 １２５名（事務３１名、土木７０名、建築１６名、電気６名、機械２名） 

 土木部は、１０月１日以降も引き続き応援職員の応援を頂きます。今回新たに群馬県、福井県、香川

県から派遣を頂くことになりました。また、派遣職員を増員してくださる県もあり、土木部に派遣され

る職員総数は４月１日時点より２１名増加することになります。 

（単位：人） 
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③ 応援県援県職員の紹介 

本県土木部に応援に来てくださっている他県職員は，県庁はもとより，津波により大きな被害を

受けた沿岸地域を所管する事務所や下水道事務所を応援していただいております。平成２４年４月

から派遣されている応援職員の皆様をご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●東部土木事務所 

●気仙沼土木 

事務所 

東部土木事務所の応援県職員 

中南部下水道事務所の応援県職員 

気仙沼土木事務所の応援県職員 

●中南部下水道事務所

※各土木事務所が所管する地域を

色分けしてあります 
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仙台土木事務所の応援県職員 

石巻港湾事務所の応援県職員と事務所職員 

庁内各課配属の応援県職員 

●仙台土木事務所

●石巻港湾事務所 

●宮城県庁

※各土木事務所が所管する地域を

色分けしてあります 
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本県の公共土木施設の復旧・復興にあたり，土木部においては２８都道県から１０４名（平成２４年

４月１日現在）の自治法派遣の方々に応援をいただいております。来年度以降，復旧・復興事業がピー

クを迎えることから，災害復旧事業等を円滑に実施するためには，マンパワーの確保が喫緊の課題とな

っています。 

そこで，平成２５年度以降の派遣職員確保に向け，土木部及び農林水産部（漁港関係）の幹部職員が，

現在派遣を頂いている各都道県を直接訪問し，職員派遣の継続要請を行いました。土木部では，部長，

次長をはじめ，沿岸３土木事務所の所長が，各都道県を訪問し，派遣の御礼と継続要請を行うとともに，

各都道県の職員に対し，本県の被害状況，復旧・復興に向けた取り組み及び現時点での課題等を報告し

ました。 

今回の報告会は，国が南海トラフの被害想定見直しを発表した直後ということもあり，各県とも地震，

特に津波に対する意識が高く，多くの職員にお集まりいただき，熱心に聴講していただきました。 

 
北海道（９月１３日）訪問者 高橋気仙沼土木事務所長

北海道からは，気仙沼土木

事務所に６名が派遣されてい

ます。武田建設部長へ派遣の

御礼と来年度の継続派遣をお

願いするとともに，約６０名

の職員の方々に対し，報告会

を行いました。その後，発注

者支援対策，入札不調の問題

などについて意見交換を行いました。 

（気仙沼土木事務所 菅原） 

秋田県（９月１３日） 訪問者 遠藤次長 
全国で最も多い 15 名の派

遣をいただいている秋田県で

は，冨田建設部長へ派遣の御

礼と来年度の継続派遣をお願

いしました。その後，秋田県

職員約 15 名の方々の前で，

復興への考え方や取組などに

ついて報告会を行いました。 

報告会後には，復興まちづくり事業や市町村支援に対する質

疑などがありました。      （土木総務課 稲村） 

山形県（７月１８日） 訪問者 橋本部長 
山形県からは，営繕課に 1 名，仙台土木事務所に 3 名の合

計 4 名の方が派遣されています。「東北の社会資本整備を考

える会」主催により，東日本大震災を機に災害に強い社会資

本整備の必要性・重要性を各方面に強く訴えていくために，

「フォーラム：がんばろう！東北」が山形市で開催され，国

や各県土木部長の意見交換が行われたことから，この機会に

山形県庁を訪問し，県土整備部 岡部長へ職員の自治法派遣に

ついての御礼と来年度以降の継続派遣をお願いしました。 

（土木総務課 舛谷） 

埼玉県（８月３１日） 訪問者 鷲巣次長 
埼玉県からは，仙台土木事務所に２名の方が派遣されてい

ます。岩﨑県土整備部長へ派遣の御礼と来年度の継続派遣を

お願いした後，本県の被害の状況，復旧・復興に向けた取り

組み状況及び課題などについて報告しました。 

埼玉県では，入札不調の問題が発生してきているというこ

とで，両県の状況などについて意見交換を行いました。また，

埼玉県の建設業界からは宮城県の復旧・復興を応援したいと

いう意見が出ている旨報告を受けました。 

（土木総務課 塚原）

千葉県（８月３１日） 訪問者 鷲巣次長 
千葉県からは，東部土木事

務所に１名が派遣されていま

す。小池県土整備部長へ派遣

の御礼と来年度の継続派遣を

お願いした後，約 30 名の職

員の方々に対し，報告会を行

いました。その後，マンパワ

ーの確保に向けて本県が取り

組んでいる任期付き職員の採用状況や，千葉県が導入を予定

している震災時に使用できる非常通信手段の確保について意

見交換を行いました。 

（土木総務課 塚原）

東京都（８月３０日） 訪問者 鷲巣次長 
東京都からは，住宅課に 1 名，営繕課に２名，設備課に 1

名，気仙沼土木事務所に５名，仙台塩釜港湾事務所に１名，

中南部下水道事務所に 2 名の合計１２名の方々が派遣されて

います。 

当日は，村尾技監を始め，総務局，建設局，都市整備局，

港湾局，財務局，産業労働局，下水道局，交通局を訪問し，

職員の自治法派遣についての御礼と来年度以降の継続派遣を

お願いしました。 

 

 

 

（土木総務課 駒井）

 ３．１１伝承・減災プロジェクト（応援県訪問） 

自治法派遣職員の派遣元都道県に御礼と継続要請を行うとともに，本県の復旧・復興に向け

た取り組みのほか，今回の震災の教訓を伝承し，減災に役立ててもらうため，津波避難に関す

る情報提供を行いました。 
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神奈川県（９月７日） 訪問者 高橋次長 
神奈川県からは１名（事務

１名）の職員が気仙沼土木事

務所に派遣されています。 

当日は高村県土整備局長に

派遣の御礼と継続要請をお願

いし，併せて本県の取組状況

や課題等について報告を行い

ました。 

（防災砂防課 小山（昌））

新潟県（８月２７日） 訪問者 長田次長 
新潟県では，企業局藤澤企

業管理者と田宮土木部長，農

林水産部の藤山副部長に派遣

の御礼と継続要請をお願いし

ました。その後，新潟県の職

員約２０名に対し報告会を開

催しました。 

 

（気仙沼地方振興事務所 阿部）

富山県（８月２８日） 訪問者 長田次長 
富山県では，土木部の熊野

次長，農林水産部の寺井部長

に派遣の御礼と継続要請をお

願いしました。その後，富山

県の職員約３０名に対し報告

会を開催しました。 

 

 

（気仙沼地方振興事務所 阿部） 

石川県（８月２８日） 訪問者 長田次長 
石川県では，土木部の鈴木

部長，農林水産部の水野部長

に派遣の御礼と継続要請をお

願いしました。その後，石川

県の職員約３０名に対し報告

会を開催しました。 

 

 

（気仙沼地方振興事務所 阿部）

山梨県（９月６日） 訪問者 高橋次長 
山梨県からは２名（事務１

名，技術１名）の職員が仙台

土木事務所に派遣されていま

す。  

当日は，酒谷県土整備部長

に派遣の御礼と継続要請をお

願いし，部長室において約 

２０名の幹部職員の方々に，

報告会を行いました。（防災砂防課 小山（昌）） 

岐阜県（９月１２日） 訪問者 千葉次長 
金森県土整備部長へ職員派

遣の御礼と来年度の継続派遣

を要請した後，25 名の職員

の方々に報告会を行いまし

た。質疑の中で，岐阜県は限

られた人員での大規模災害時

の対応を危惧しており，震災

時の応急対応で何が重要であ

るかなど，宮城県の対応について非常に興味深く聞いていた

だきました。           （事業管理課 小山内）

愛知県（９月１２日） 訪問者 千葉次長 
沼野建設部技監へ職員派遣

の御礼と来年度の継続派遣を

要請した後，約 80 名の愛知

県の職員の方々に報告会を行

いました。 

その後の質疑では，多重防

護のシュミレーション結果の

活用方法や，震災から２週間

程度までの対応状況についてなど，宮城県の対応に興味を持

たれ，熱心に説明を聞いていただきました。 

（事業管理課 小山内）

兵庫県（９月４日） 訪問者 佐藤仙台土木事務所長 
兵庫県からは，防災砂防課

に１名，設備課に１名，仙台

土木事務所に６名の合計８名

の方々が派遣されています。

県土整備部 田中土木局長に

派遣の御礼と継続要請をお願

いし，その後，職員会館ホー

ルにおいて，約１１０名の職

員の方々に対し，報告会を行いました。また，当日の午後に

は，南三陸町長と総務部の高橋理事が兵庫県知事を訪問し，

市町への支援をお願いしました。 （仙台土木事務所 齋藤）

奈良県（９月４日） 訪問者 佐藤仙台土木事務所長 
奈良県からは，気仙沼土木事務所に１名が派遣されていま

す。中総務部次長兼人事課長に派遣の御礼と継続要請をお願

いしました。訪問した９月４日は，紀伊半島豪雨から１年の

節目であり，奈良県でも災害からの復旧・復興を担当する深

層崩壊対策室を設置し，関西広域連合からの応援を頂きなが

ら全県を上げて復旧・復興に取り組んでいる状況であり，技

術職の確保に苦労しているとのことでした。 

また，奈良県も災害の風化を心配し，今後「１年の記録」

をまとめる予定など，お互いに復旧・復興に向けた取り組み

や課題について意見交換を行いました。 

（仙台土木事務所 齋藤） 

鳥取県（９月３日） 訪問者 佐藤仙台土木事務所長 
鳥取県からは，仙台港湾事

務所に１名が派遣されていま

す。古賀県土整備部長に派遣

の御礼と継続要請をお願い

し，その後，県庁講堂におい

て，約１１０名の職員の方々

に対し報告会を行いました。 

その後９月５日には，平井

鳥取県知事が村井知事と電話会談し，１０月から土木１名，

農業土木１名を追加派遣していただくことになりました。 

（仙台土木事務所 齋藤）
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山口県（９月１４日）訪問者 門傳東部土木事務所長 
山口県からは仙台土木事務

所と気仙沼土木事務所に派遣

をいただいており，小口土木

建築部長へ派遣の御礼と来年

度の継続派遣を要請した後，

約 20 名の職員の方々に本県

の被災状況，これまでの取り

組み状況及びマンパワー不足

等の課題について報告会を行いました。 

（東部土木事務所 藤澤）

徳島県（９月６日） 訪問者 橋本部長 
徳島県からは４名の職員

が気仙沼土木事務所に派遣さ

れています。海野企業局長に

派遣の御礼と継続要請をお願

いし，県職員会館において約 

１１０名の職員の方々に対

し，報告会を行いました。会

場には報道の方も見えられ，

新聞やテレビにより，宮城県の活動が一般にも広く知られま

した。             （防災砂防課 佐藤，森）

愛媛県（９月５日） 訪問者 橋本部長 
愛媛県からは４名の職員が

仙台土木事務所に派遣されて

います。井上土木部長に派遣

の御礼と継続要請をお願い

し，その後，土木部会議室に

おいて１０名の幹部職員に出

席いただき，報告会を行いま

した。終了後，井上土木部長

より，宮城県の事例を愛媛県の計画に役立てていきたいとの

お言葉がありました。      （防災砂防課 佐藤，森） 

高知県（９月５日） 訪問者 橋本部長 
高知県からは２名の職員が

東部土木事務所に，４名が漁

港事務所に派遣されていま

す。石井土木部長に派遣の御

礼と継続要請をお願いし，正

庁ホールにおいて約９０名の

職員の方々に出席いただき，

報告会を行いました。ＢＣＰ

に対する質問もあり，災害対応のあり方にも関心の高さが伺

えました。           （防災砂防課 佐藤，森）

福岡県（９月１３日）訪問者 門傳東部土木事務所長 
村山県土整備部長へ派遣の

御礼と来年度の継続派遣を要

請した後，約 30 名の職員の

方々に本県の報告会を行いま

した。今年，福岡県は豪雨に

より大きな災害が発生してお

り，自県内の災害復旧を，他

県の応援を得ながら進めなけ

ればならない状況であったことから，興味深く聞いていただ

きました。          （東部土木事務所 藤澤）

佐賀県（９月１３日）訪問者 門傳東部土木事務所長 
井山県土づくり本部長へ派

遣の御礼と来年度の継続派遣

を要請しました。佐賀県から

は今年，福岡県にも職員を派

遣している事などのお話も聞

かせていただきました。その

後，約 80 名の職員の方々へ

の報告会では，ガレキの活用

方法や，農林施設の復旧方法にも大変興味を持って聞いてい

ただきました。        （東部土木事務所 藤澤）

熊本県（９月７日） 訪問者 進藤技術参事 
熊本県では，船原土木部長，

福島農林水産部長に派遣の御

礼を申し上げ，来年度以降の

継続を要請しました。 

その後，約２０名の職員の

方々に本県の被災状況，これ

までの取り組み状況及びマン

パワー不足等の課題について

報告会を行いました。 

（水産業基盤整備課 安部）

大分県（９月５日） 訪問者 進藤技術参事  
大分県では，阿部農林水産

部長及び畦津土木建築部長に

派遣の御礼を申し上げ，来年

度以降の継続を要請しまし

た。その後，大分県の職員約

５０名を対象に本県の被災状

況，これまでの取り組み状況

及びマンパワー不足等の課題

について報告会を行いました。 

（水産業基盤整備課 安部）

宮崎県（９月６日） 訪問者 進藤技術参事 
宮崎県では，濱田県土整備

部長及び岡村農政水産部長に

派遣の御礼を申し上げ，来年

度以降の継続を要請しまし

た。 

その後宮崎県の職員約７０

名を対象に本県の被災状況，

これまでの取り組み状況及び

マンパワー不足等の課題について報告会を行いました。 

（水産業基盤整備課 安部） 

鹿児島県（９月６日） 訪問者 進藤技術参事 
鹿児島県では，栗原土木部

長，田中商工労働水産部長に

派遣の御礼と来年度の継続派

遣をお願いしました。 

その後，約３０名の職員の

方々に本県の被災状況，これ

までの取り組み状況及びマン

パワー不足等の課題について

報告会を行いました。 

（水産業基盤整備課 安部）
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沖縄県（９月５日） 訪問者 佐藤仙台土木事務所長 
沖縄県からは，仙台土木事

務所に１名が派遣されていま

す。川上総務部長に派遣の御

礼と継続要請をお願いしまし

た。 

その後，県庁会議室におい

て，約５０名の職員の方々に

対し，報告会を行いました。

その様子は地元放送局のニュースでも放映されました。 

（仙台土木事務所 齋藤）

 

〔配付資料〕 

各訪問先には，本県知事から訪問先知事への親書，土木部長，農林水産部長連名の各都道県部長あての

御礼と次年度以降の継続要請についての文書を持参し，継続要請を行いました。 

また，東日本大震災に関する以下の資料もお渡しし，震災からの復旧・復興のあり方や取り組み状況な

どを説明しました。 

① 「東日本大震災 1 年の記録 ～みやぎの住宅・社会資本再生・復興の歩み～」 

② 土木部復興だより 

③ 東日本大震災関連 宮城県作成資料（住宅・社会資本関連）CD-ROM 
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＜応援県訪問 参考資料＞ 

 

 

○村井嘉浩知事から各都道県知事への親書 

○土木部長，農林水産部連名の御礼と継続派遣の要請文書 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治法派遣職員の派遣元都道県に御礼，継続要請を行うにあたって，村井嘉浩知事による親書及び本

県土木部長，農林水産部長による御礼，派遣職員の継続要請文書をご用意させて頂きました。 
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  ○○○○県知事 殿 

 

 残暑の候、貴県におかれましては、日頃から本県行政の推進並びに東日本大

震災の復旧・復興に多大な御支援を賜り、誠にありがとうございます。 

 昨年３月１１日に発生いたしました東日本大震災により、宮城県の死者は１

万人を超え、現在も行方不明者は１千数百人に及んでおります。また、全壊及

び半壊となりました住宅は２３万数千棟に及んでおり、被災された県民の方々

の多くは依然として仮設住宅での厳しい生活を余儀なくされております。 

 このような中、本県といたしましては、昨年１０月に策定した「宮城県震災

復興計画」において、今後１０年間にわたるグランドデザインを示した上で、

本年を「復興元年」として、各都道府県からの職員の派遣をはじめとする全国

からの多くの支援を受け、着実に一歩ずつ復旧・復興が進展しているところで

あります。 

 しかしながら、このたびの災害は千年に一度と言われるほどの未曾有の災害

であり、新たなまちづくり、復興住宅の整備、インフラ整備、防潮堤の整備、

農林水産業の基盤整備、被害者への心のケア等膨大な事業が山積しており、そ

の早期の実施に向け、正規の採用枠の拡大や任期付職員の採用、再任用職員の

活用などに取り組んでいるところでありますが、本県職員のみで対応すること

は極めて困難な状況となっております。 

つきましては、誠に勝手なお願いではございますが、来年度も引き続き貴県

職員を派遣くださるよう特段の御配慮を賜りたくお願い申し上げます。 

 残暑厳しい折、くれぐれも御自愛願います。 

 

   平成２４年８月   

 

                     

 

 

＜村井嘉浩知事から各都道県知事への親書＞ 
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 ○○県○○部長 殿 

 

謹啓 

残暑の候、ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。 

平素はひとかたならぬ御厚情にあずかり、厚く御礼申し上げます。 

さて、東日本大震災への対応に際しましては、業務御多忙の中にもかかわ

らず、災害復旧・復興のため職員を派遣いただいておりますこと、心から感

謝申し上げます。派遣職員の皆様には、昼夜を分かたず懸命に業務に取り組

まれていることに対しましては感謝の念にたえません。 

復興元年の今年、お陰様で徐々に復旧・復興に向けた槌音が大きくなって

きたと実感しております。しかしながら、県土の復興には、まだまだ長い年

月が見込まれます。本県では、昨年１０月に宮城県震災復興計画を策定し、

今後１０か年の復興の道筋を示しております。この復興の歩みを確実なもの

にするためにも、来年度以降の職員派遣のお願いも含め、引き続きの御支援

と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

末筆ではございますが、皆様のますますの御発展をお祈り申し上げ、御礼

のあいさつとさせていただきます。 

敬白 

平成２４年８月 

 

               宮城県農林水産部長 山田 義輝 

               宮 城 県 土 木 部 長 橋本  潔 

＜土木部長，農林水産部連名の御礼と継続派遣の要請文書＞ 
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＜報告会資料＞ 
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＜報告会資料＞ 
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宮城県 土木部復興だより【創刊号～第４号】 
 

宮城県土木部は，地域の皆様と全国の皆様へ向けて，復旧・復興の最新情報を復興だよりとして

発信しています。復興まちづくり・道路・空港・港湾・河川・海岸・下水道・建築（県有施設）な

どの分野別に約一ヶ月間の復旧工事の進捗状況や着工式の様子，イベント等の開催告知など時系列

的に掲載しております。 
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H24.7.4 
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H24.8.8 
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－編 集 後 記－ 

 宮城県土木部は，平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災からの復旧・復興へ

向けて邁進しております。復興元年を迎え，災害復旧工事は着実に進んでおり，住宅・

社会資本の再生・復興が本格化して参りました。 

私たちは，この震災からの歩みを記録として後世に伝えることが使命と考え，この「東

日本大震災 復興元年 半年の記録 ～みやぎの住宅・社会資本再生・復興の歩み～」

をまとめました。 

 今回の記録誌は，平成２４年３月に発刊した「東日本大震災 １年の記録 ～みやぎ

の住宅・社会資本再生・復興の歩み～」の続編であり，県民をはじめとする全国の皆様

に本県の復旧・復興へ向けた取り組みをご覧いただき，今後の防災・減災対策に役立て

ていただければ幸いです。 

最後に，本誌作成にあたって関係機関の皆様には御理解と御協力をいただきましたこ

とに心より御礼申し上げます。 

 

記録誌編集チーム一同



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災 復興元年 半年の記録 

～みやぎの住宅・社会資本再生・復興の歩み～ 

平成２４年９月作成 
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